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○横浜市附属機関設置条例 

平成23年12月22日 

条例第49号 

改正 平成24年２月24日条例第４号 

平成25年６月５日条例第35号 

平成26年２月25日条例第10号 

平成26年12月26日条例第82号 

平成27年２月25日条例第７号 

平成27年２月25日条例第12号 

平成28年２月25日条例第８号 

令和２年３月３日条例第２号 

令和３年３月５日条例第３号 

横浜市附属機関設置条例をここに公布する。 

横浜市附属機関設置条例 

（趣旨） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項に規定する附属機関（以下

「附属機関」という。）の設置等については、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条

例に定めるもののほか、この条例の定めるところによる。 

（附属機関の設置及び担任事務） 

第２条 横浜市は、別表執行機関の欄に掲げる執行機関の附属機関としてそれぞれ同表附属

機関の欄に掲げる附属機関を置く。 

２ 附属機関の担任する事務は、別表担任事務の欄に掲げるとおりとする。 

（組織） 

第３条 附属機関の委員（臨時委員、専門委員その他これらに準ずる委員を除く。）の定数

は、別表委員の定数の欄に掲げるとおりとする。 

２ 附属機関が担任する事務のうち、特定又は専門の事項について調査審議等をするため、

分科会、部会その他これらに類する組織を当該附属機関に置くことができる。 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項は、当該附

属機関の属する執行機関が定める。 

附 則 
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この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年２月条例第４号） 

この条例は、規則で定める日から施行する。 

（平成24年４月規則第56号により同年同月18日から施行） 

附 則（平成25年６月条例第35号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年２月条例第10号） 

この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年12月条例第82号） 

この条例中、別表の改正規定（「政府調達に関する協定の対象となる契約」を「地方公共

団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第１条

に規定する国際約束の対象となる調達」に改める部分に限る。）は公布の日から、同表の改

正規定（「政府調達に関する協定の対象となる契約」を「地方公共団体の物品等又は特定役

務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第１条に規定する国際約束の対

象となる調達」に改める部分を除く。）は平成27年１月１日から施行する。 

附 則（平成27年２月条例第７号） 

この条例は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成27年４月１日） 

附 則（平成27年２月条例第12号） 抄 

（施行期日） 

１ この条例は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成27年４月１日） 

附 則（平成28年２月条例第８号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月条例第２号） 

この条例中、別表の改正規定（「第６条の11第１項」を「第６条の13第１項」に改める

部分に限る。）は公布の日から、同表の改正規定（「第６条の11第１項」を「第６条の13

第１項」に改める部分を除く。）は令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月条例第３号） 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

別表（第２条、第３条第１項） 
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（平24条例４・平25条例35・平26条例10・平26条例82・平27条例７・平27条例

12・平28条例８・令２条例２・令３条例３・一部改正） 

執行機関 附属機関 担任事務 委員の定数 

市長 横浜市大都市自治研究会 大都市にふさわしい地方自治制

度についての調査審議に関する事

務 

10人以内 

横浜市民間資金等活用事

業審査委員会 

民間資金等の活用による公共施

設等の整備等の促進に関する法律

（平成11年法律第117号）に基づく

民間事業者の選定その他特定事業

の実施に関し必要な事項について

の調査審議に関する事務 

5人以内 

ヨコハマ国際まちづくり

推進委員会 

横浜市における国際性豊かなま

ちづくりの推進に関する事業の方

針その他当該事業の推進に関し必

要な事項についての審議に関する

事務 

20人以内 

横浜市不正防止内部通報

及び特定要望記録・公表

制度委員会 

横浜市職員の公正な職務の執行

及び適正な行政運営の確保に関す

る規則（平成18年12月横浜市規則

第145号）第9条第1項の規定による

内部通報に係る申出の受付、調査

及び勧告、同規則第2条第4号に規

定する特定要望に係る助言等に関

する事務 

3人 

横浜市税制調査会 横浜市の政策目標の実現に向け

た課税自主権の活用上の諸課題等

についての調査審議に関する事務 

10人以内 

横浜市入札等監視委員会 入札及び契約の過程並びに契約

の内容についての審議並びに地方

公共団体の物品等又は特定役務の

5人以内 
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調達手続の特例を定める政令（平

成7年政令第372号）第1条に規定す

る国際約束の対象となる調達につ

いての苦情の処理に関する事務 

横浜市保有資産公募売却

等事業予定者選定委員会 

保有土地及び用途廃止施設に関

する事業提案型の公募売却及び貸

付けに係る事業予定者の選定につ

いての審議に関する事務 

5人以内 

横浜市公共事業評価委員

会 

横浜市が実施する公共事業の必

要性及び効果等の評価についての

審議に関する事務 

10人以内 

横浜市創造界隈形成推進

委員会 

創造界AE隈E

わい

A（芸術家等が創作し、

発表し、及び滞在する地域をいう。

以下同じ。）等の拠点施設におい

て文化芸術活動による街づくりの

ために実施する事業についての評

価、当該事業の運営団体の選考に

ついての審議及び創造界隈の形成

の推進に係る助言に関する事務 

15人以内 

横浜文化賞選考委員会 横浜市の芸術、学術、教育、社

会福祉、医療、産業、スポーツ振

興等の文化の発展に尽力し、その

功績が顕著な者に贈呈する横浜文

化賞の受賞者の選考についての審

議に関する事務 

20人以内 

横浜市美術資料収集審査

委員会 

横浜美術館における美術作品そ

の他の美術に関する資料の収集に

ついての審査に関する事務 

7人以内 

横浜市新技術開発等支援

事業審査会 

横浜市内の中小企業の新技術及

び新製品の開発等に係る経費の一

部を助成する中小企業新技術・新

13人以内 
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製品開発促進助成金の交付対象者

の選定について並びに地方自治法

施行令（昭和22年政令第16号）第

167条の2第1項第4号に規定する認

定に係る実施計画についての審査

に関する事務 

横浜マイスター選考委員

会 

横浜市に在住し、卓越した技能

等を有する技能職者に授与する称

号である横浜マイスターの授与者

の選考についての審議に関する事

務 

10人以内 

横浜市子育て支援事業運

営事業者選定委員会 

横浜市の地域子育て支援拠点、

親と子のつどいの広場、市立保育

所の民間移管、乳幼児一時預かり

事業等の子育て支援事業に係る運

営事業者の選定についての審議に

関する事務 

10人以内 

横浜市福祉調整委員会 横浜市における福祉保健サービ

スに対する利用者等からの苦情及

び相談についての調査及び調整に

関する事務 

9人以内 

横浜市社会福祉法人施設

審査会 

社会福祉法人（社会福祉法（昭

和26年法律第45号）第22条に規定

する社会福祉法人をいう。）の設

立認可、同法第62条第1項に規定す

る社会福祉施設（児童福祉施設（児

童福祉法（昭和22年法律第164号）

第7条第1項に規定する児童福祉施

設をいう。）を除く。）、介護保

険法（平成9年法律第123号）第8

条第19項に規定する小規模多機能

7人以内 
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型居宅介護を行う事業所その他市

長が定める施設の建設に係る補助

金の交付対象者の選定等について

の審査に関する事務 

横浜市保健医療協議会 横浜市の保健、医療及び生活衛

生に係る施策及び当該施策の計画

の策定についての調査審議及び評

価に関する事務 

20人以内 

横浜市救急医療検討委員

会 

横浜市における救急医療体制に

関し必要な事項についての調査審

議に関する事務 

20人以内 

横浜市地域福祉保健計画

策定・推進委員会 

社会福祉法第107条の規定に基

づく横浜市地域福祉保健計画の策

定、当該計画の推進に係る評価等

についての審議に関する事務 

20人以内 

人と動物との共生推進よ

こはま協議会 

横浜市の動物の愛護及び管理に

係る施策に関し必要な事項につい

ての審議に関する事務 

20人以内 

食の安全・安心推進横浜

会議 

横浜市における食の安全に関す

る施策その他食の安全の確保に関

し必要な事項についての審議に関

する事務 

20人以内 

横浜市医療安全推進協議

会 

医療法（昭和23年法律第205号）

第6条の13第1項の規定により設置

された横浜市医療安全支援センタ

ーの運営方針、地域における医療

の安全の推進のための方策等につ

いての審議に関する事務 

8人 

健康横浜21推進会議 健康増進法（平成14年法律第103

号）第8条第2項の規定に基づき策

定した健康増進計画である健康横

20人以内 
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浜21の推進に係る総合調整、関係

団体が行う健康づくり活動の支援

その他健康づくりに関し必要な事

項についての調査審議に関する事

務 

横浜市衛生研究所倫理審

査委員会 

横浜市衛生研究所における研究

計画、研究成果及びその公表等に

係る倫理的及び科学的配慮につい

ての審議に関する事務 

6人 

横浜みどりアップ計画市

民推進会議 

横浜市域の樹林地及び農地の保

全並びに緑化の推進を図ることを

目的とする横浜みどりアップ計画

に係る施策及び事業についての情

報提供、評価等に関する事務 

20人以内 

横浜環境活動賞審査委員

会 

環境の保全、再生及び創造に関

しその功績が顕著な者を表彰する

横浜環境活動賞の受賞者の選考に

ついての審議に関する事務 

7人以内 

横浜市協働の森基金審査

委員会 

横浜市協働の森基金条例（平成

17年3月横浜市条例第38号）第1条

に規定する横浜市協働の森基金に

係る事業における保全対象の樹林

地についての審査に関する事務 

5人以内 

横浜市下水道事業経営研

究会 

横浜市における下水道事業の経

営に関し必要な事項についての調

査研究及び審議に関する事務 

10人以内 

横浜市水洗化紛争仲介委

員会 

下水道法（昭和33年法律第79号）

第2条第8号に規定する処理区域に

おいて同法第10条第1項若しくは

第11条の3第1項又は横浜市下水道

条例（昭和48年6月横浜市条例第37

3人以内 
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号）第15条第1項の規定による義務

を負う者とその隣接の土地所有

者、建築物所有者等との間の当該

義務の履行に係る紛争についての

仲介に関する事務 

横浜市建築物環境配慮評

価認証委員会 

横浜市生活環境の保全等に関す

る条例（平成14年12月横浜市条例

第58号）第141条の4第1項に規定

する建築物環境配慮計画の認証に

係る評価内容についての調査審議

に関する事務 

5人以内 

横浜市ESCO事業提案審

査委員会 

横浜市が所有する公共建築物の

設備改修について民間の資金及び

技術的能力等を活用し、省エネル

ギー及び維持管理費の低減を図る

事業における事業者の応募資格に

ついての審査、事業者の提案に関

する評価基準についての審議及び

当該事業に関し必要な事項につい

ての審査に関する事務 

5人以内 

横浜市道路高架下等利用

計画検討会 

道路法（昭和27年法律第180号）

の規定に基づき横浜市が管理する

道路の高架下等の利用計画の策定

についての審議及び当該高架下等

の利用者の選定についての審査に

関する事務 

4人 

横浜市救急業務検討委員

会 

横浜市が行う救急業務に関し必

要な事項についての調査審議に関

する事務 

20人以内 

 




